
・我が国の医師を養成する過程では、医師として医療現場における基本的な診療能力の修得が早期に可能となるよう、
 卒前の臨床実習と卒後の臨床研修を充実する取組を推進。
・医師国家試験に合格すると一回目の医籍登録を行い、臨床研修を修了すると二回目の医籍登録を行う。
・臨床研修を修了した医師は、診療に従事しながら、専攻医として専門医資格の取得を目指したり、大学院に進学し、
 博士号取得を目指すなど様々なキャリアを歩んでいく。

医師養成過程
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（医師養成過程のイメージ） 都道府県別・診療科別
で採用上限数を設定都道府県別で

採用上限数を設定
地域の医師偏在解消に

向けて地域枠等※を活用した
入学者選抜も実施

※「地域枠等」の定義
将来、地域医療に従事しようとする意思をもつ学生を選抜するための様々な枠の総称であり、次のものが一般的である。
① 将来、地域医療に従事することを条件とする都道府県修学資金貸与枠と連動したもの
② 都道府県の修学資金貸与枠とは連動しないが、将来地域医療に従事しようとする意志を持つ者を対象としたもの
（当該都道府県出身者のみを対象者とするか、将来地域医療に従事する際の具体的内容等は、大学・都道府県ごとに様々）
※地域枠の中には、地域のニーズに対応して選択可能な診療科を示し、診療科偏在対策を図る診療科選定地域枠も存在

地域枠等の区分 奨学金 従事要件
A 有 有
B なし 有
C なし なし



医学部定員の推移
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8,280人
（S56～S59年）

7,625人
（H19年）

（人） 9,403人
（R6年)

S48年 閣議決定
「無医大県解消構想」

S57年 閣議決定に
基づき定員抑制開始

H9年 S57閣議決定の
方針継続を閣議決定

昭和 平成

S59→H1
5,655人減

H20年度
定員増開始

H18年 ４大臣合意
新医師確保総合対策

○昭和57年閣議決定に基づき、医師過剰の懸念から医学部定員の抑制を開始。
○平成18年の財務/総務/文科/厚労４大臣合意以後、地域の医師確保等の必要性から医学部定員増を開始。
○定員増前の平成19年度と比較すると、令和６年度では1,778人※の増（既存医学部定員は1,538人の増）。
※東北医科薬科大学（100人）及び国際医療福祉大学（140人）の新設による増を含む。

令和

H19→R6
1,778人増

【既存医学部定員増：1,538人】
    （うち臨時定員  1,005人）
      地域枠      978人
    （うち診療科選定 410人）
     研究医枠       27人

【医学部新設      ：  240人】
東北医科薬科大学     100人
国際医療福祉大学     140人



１．地域の医師確保の観点からの定員増 （地域枠）
都道府県が都道府県計画その他の都道府県が作成する医療に関する計画に基づき奨学金を設け、大学が地域医療を担う意思を持つ者
を選抜し、地域医療等の教育を実施。  【令和６年度：978人（+17）】
うち、地域のニーズに対応して選択可能な診療科を示し、診療科偏在対策を図るものとして、 診療科選定地域枠  410人

うち、令和６年度新規 79人 を増員。
２．研究医養成のための定員増 （研究医枠）
複数の大学と連携し、研究医養成の拠点を形成しようとする大学で、研究医の養成・確保に学部・大学院教育を一貫して取り組む各大学
３人以内の定員増。    【令和６年度：27人（ ±0 ）】

令和６年度の増員の枠組み

入学定員の推移

医学部入学定員増について

※括弧内は前年度定員数からの増減

7,625 7,793 9,069 9,4209,2629,1349,0418,9918,9238,8468,486 9,3309,419 9,420 9,357 9,374 9,384 9,403

臨時定員

※歯学部振替枠は令和４年度まで

臨時定員

恒久定員

診療科選定地域枠
R6年度410人
R5年度331人
R4年度286人



地域枠等の設置状況の推移

（文部科学省医学教育課調べ）※自治医科大学を除く

地域枠等の区分 奨学金 従事要件 R4人数 R5人数
A 有 有 1189 1,232
B なし 有 440 444
C なし なし 109 94



令和３年度医学部卒業者の就職状況

※「県内就職」とは、卒業した医学部の所在する都道府県内での就職をいう。

地域枠等の卒業者のうち、県外就職者の内訳

県外就職者 51人



第１回医師養成過程を通じた医師の偏在対策等に
関する検討会（令和６年１月29日）資料１



医療従事者の需給に関する検討会 第
35回医師需給分科会（令和２年８月
31日）資料１ 一部改編
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背景

○新型コロナウイルス感染症を契機に、医療人に求められる資質・能力が大きく変化。
○高齢化の進展による医療ニーズの多様化や地域医療の維持の問題が顕在化。
○高度医療の浸透や地域構造の変化（総合診療医の需要の高まり、難治性疾病の初期診断・緩和ケアの重要性等）により、 従来の医師養成課程では対応でき
ていない領域が発生、新時代に適応可能な医療人材の養成が必要。

◇社会の変化等により、看護師に求められる能力や看護を提供する場が多様化してきたことにより、社会的な要請に対応できる看護師の養成が急務となっている。
◇医療技術の進歩に伴い、特別支援学校のみならず、地域の小・中学校等においても医療的ケア児は増加しているが、その支援体制は十分ではない。医療的ケア児の
地域における支援体制構築のためにリーダーシップを発揮する看護師の養成が求められている。

◇改正感染症法の成立を踏まえ、コロナ禍で必要性が顕著となった重症患者の対応が可能な看護師の養成が求められている。

令和6年度予算額          ５億円
（前年度予算額  6億円）

（担当：高等教育局医学教育課）

ポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成事業
現状・課題

事業内容
【医師養成】

◆地域ニーズの高い複数分野（総合診療、救急医療、感染
症等）を有機的に結合させ横断的に学ぶことのできる教育
の実施により、地域医療のリーダーとなる人材の育成
◆地域医療機関での実習等を通じて、 
①地域の課題を踏まえた教育研究の実現や地域医療への
関心を涵養

②専門に閉じない未分化・境界領域への対応力を涵養
◆オンデマンド教材等の教育コンテンツの開発

社会環境の変化に
対応できる資質・能
力を備えた医療人
材養成のための教
育プログラムの開発
及び教育・研究拠
点の形成

【支援期間】
７年間（令和4年度～10年度）
【単価・件数】
48百万円×11拠点
【選定大学（代表校）】
弘前大学、筑波大学、千葉大学、
富山大学、名古屋大学、岡山大
学、高知大学、長崎大学、宮崎大
学、琉球大学、埼玉医科大学

【看護師養成】

◆テーマ１「医療的ケア児支援における指導的立場等の看護師養成」
看護学部生：医療的ケア児支援のための実習等の試行的実施
現役看護師・潜在看護師等（保健師・助産師含む）：医療的ケア児支援における
指導的立場等の看護師養成のためのリスキリング教育プログラムの構築
◆テーマ2「重症患者に対応できる看護師養成」
クリティカルケア領域（集中治療・救急部門等）における長期のOJT（On-the-Job
Training）を含む重症患者に対応できる看護師養成のための実践的教育プログ
ラムの構築

【支援期間】 3年間（令和6年度～8年度）
【単価・件数】 10百万円×各1拠点    【交付先】 国公私立大学

医療ニーズを踏まえた地域医療等に関する教育プログラムを構築・実施 以下の２課題に対応できる看護師を養成するための教育プログラムを開発し、
社会的な要請に対応できる看護師の養成を行う

医療的ケア児支援センター

都道府県
（教育委員会）市町村

（教育委員会）

特別支援学校、地域の小中学校等

大学

教育機能強化に向けた
連携体制構築

医療機関
・求められる人材像の共有
・実習の場の提供 等

ICU等

一般病棟

実践的教育プログラムの
構築・実施

看護実践能力の向上
医療ひっ迫時における緊急派遣

【テーマ１】 【テーマ2】
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ポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成事業[医師養成]選定結果一覧

背景
No 区分 代表校名 連携校名 事業名 主な教育プログラム・診療科

1 国 弘前大学 秋田大学 多職種連携とDX技術で融合した北東北が創出する地域医
療教育コモンズ 総合診療、感染症、救急、集中治療

2 国 筑波大学 東京医科歯科大学 地域医療の多様なニーズにシームレスに対応できるオールラウ
ンダーの養成

①地域医療、②総合診療、③緩和医療、
④感染症、⑤難病・慢性診療、⑥救急医
療

3 国 千葉大学 東邦大学 地域医療への高い情熱と好奇心を涵養して総合力・適応力・
教育力を醸成する地域志向型医療人材養成プログラム 総合診療、救急・災害医療、感染症

4 国 富山大学 新潟大学 臨床医学と社会医学を駆使して地域を守る医療人の養成 感染症・社会医学、救急・災害医療

5 国 名古屋大学 岐阜大学 医療人類学とバーチャル教育を活用した屋根瓦式地域医療
教育（濃尾+A） 総合診療、救急、感染症

6 国 岡山大学 島根大学、香川大学、
鳥取大学

多様な山・里・海を巡り個別最適に学ぶ「多地域共創型」医
学教育拠点の構築 救急・災害、総合診療、感染症、公衆衛生

7 国 高知大学 三重大学、
和歌山県立医科大学 黒潮医療人養成プロジェクト 救急（災害医療を含む）、感染症、

在宅医療、遠隔医療、公衆衛生

8 国 長崎大学 熊本大学、鹿児島大学 次世代型教育で創る連携教育拠点構築プロジェクト〜地域
とくらしを支える医療人の育成〜

感染症、総合診療、地域包括ケア、
救急・災害医療、離島・へき地医療

9 国 宮崎大学 東京慈恵会医科大学
地方と都市の地域特性を補完して地域枠と連動しながら拡が
る 医師養成モデル事業 〜KANEHIROプログラム：病気を
診ずして病人を診よ〜

地域医療、救急医療、総合診療、感染症

10 国 琉球大学 佐賀大学 島医者・山医者・里医者育成プロジェクト（ER型救急・総合
診療に対応できる医師育成） 救急、総合診療

11 私 埼玉医科大学 群馬大学 埼玉・群馬の健康と医療を支える未来医療人の育成 がん医療、難病医療、遺伝医療、感染症、
総合診療、プライマリケア

申請件数：18件、選定件数：11件



ポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成事業[医師養成]

背景

No 区分 代表校名 連携校名 教育プログラム・コース数 延べ受講者数（目標値）

1 国 弘前大学 秋田大学 5プログラム 13,194人 うち地域枠5,460人

2 国 筑波大学 東京医科歯科大学 10プログラム 14,258人 うち地域枠6,445人

3 国 千葉大学 東邦大学 9プログラム 10,737人 うち地域枠3,402人

4 国 富山大学 新潟大学 3プログラム 10,449人 うち地域枠3,408人

5 国 名古屋大学 岐阜大学 2プログラム 1,134人 うち地域枠857人

6 国 岡山大学 島根大学、香川大学、
鳥取大学 9プログラム 8,445人 うち地域枠8,445人

7 国 高知大学 三重大学、
和歌山県立医科大学 13プログラム 6,837人 うち地域枠2,647人

8 国 長崎大学 熊本大学、鹿児島大学 17プログラム 10,652人 うち地域枠2,870人

9 国 宮崎大学 東京慈恵会医科大学 1プログラム 1,230人 うち地域枠1,230人

10 国 琉球大学 佐賀大学 2プログラム 630人 うち地域枠630人

11 私 埼玉医科大学 群馬大学 5プログラム 7401人 うち地域枠1,755人

合計 11大学 15大学 76プログラム 84,967人 うち地域枠37,149人



ポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成事業[医師養成]

背景
R5年度予算（円） 主な使途

人件費 394,206,953 _ コーディネータ教員(39名)
事業担当職員(47名) など

設備費
（物品費） 82,781,753 _ 実習用消耗品

オンライン教材開発用機材 など

その他 186,624,542 _

講師派遣旅費
学会参加旅費
オンライン教材開発委託費
サーバー保守費 など



ポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成事業[医師養成]

背景

区分 代表校名 連携校名 事業概要

国 宮崎大学 東京慈恵会医科大学

地方と都市の地域特性を補完して地域枠と連動しながら拡がる 医師養成モデル事業 
〜KANEHIROプログラム：病気を診ずして病人を診よ〜

〇単位相互互換に基づく臨床研修の学生交換制度は効果が期待できる。

〇バランスの良いプログラムであり、国保病院を舞台とした地に足の着いた現場体験と
VRやオンライン連携の特徴は魅力的である。

〇大学間包括的連携協定に基づくプログラムであり、事業終了後も長期にわたり継続
されることが期待される。



地方と都市の地域特性を補完して地域枠と連動しながら拡がる医師養成モデル事業
〜KANEHIROプログラム：病気を診ずして病人を診よ〜

令和4年度 大学教育再生戦略推進費「ポストコロナ時代の医療人材養成拠点形成事業」

代表校：宮崎大学／連携校：東京慈恵会医科大学

様々な地域の構造や特性を理解し、総合診療や救急医療、感染症をはじめとする新たな時代の
多様な医療ニーズに応え、診療にあたる地域を問わずに、適切な医療を実践できる医師の養成

重点分野：地域医療学、救急・災害医学、感染症学、総合診療医学
地域枠と連動した教育プログラム・コース 〜KANEHIROプログラム〜

地域医療や多職種連携に関する講座型科目を拡充し、実習型科目の診療参加型臨床実習では

地域医療、救急医療、総合診療、感染症に重点をおいた6つの専門コースを新設し、地方と都

市で異なる特性を互いに補完しながら、単位互換制の交換実習を展開

④ 都市型総合診療コース

⑤ 都市型感染症診療コース

⑥ 都市型救急診療コース

① 地域包括ケア実践コース

② 長期滞在型地域包括ケア実践コース

③ 地域連携型救急診療コース

単位互換制度に基づく学生交換実習

【宮崎大学医学部】

・令和4年度入学者選抜から地域枠をA／B／Cの3枠に再編

・恒久定員内で地域枠を40名に拡充

・地域枠C「日本のひなた枠」（定員15名）を新設

大学間包括的連携協定

高木 兼寛

コース選択制診療参加型臨床実習

有機的に統合した領域横断的教育

オンデマンド教材／VR・シミュレーション

宮崎県キャリア形成プログラム

適用者数（年度単位）／修了者（累計）

2037年2022年

191
63

360

遠隔対応

医師不足

医師偏在

解消



宮崎大学では、以下の素養を身に付けるとともに、所定の期間在籍し、基準となる単位を修得した学生に、卒業を認定し、学位（学士号）を授与します。

４年次

３年次

２年次

１年次

【 医学部医学科 】のディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

教育内容・方法

シラバスによる目標・計画の周知

アクティブ・ラーニング

early exposure

地域の課題解決

社会の一員としての意識を持ち、義
務と権利を適正に行使し、社会の発
展のために積極的に 関与できる。

自ら学修計画を立て、主体的
な学びを実践できる。

相手の伝えたいことを的確に理
解し、有効な方法で自己を表現
できる。

情報や知識を複眼的、論理的
に分析し、課題を解決できる。

学士課程教育を通して、人類の自然、文化、
社会及び専攻する学問分野における知識を
修得し、身に付けた技能(実践力)を活用でき
る。

基礎教育
（１～２年次）

導入科目： 情報・データリテラシーM ／外国語コミュニケーション（英語・初修外国語）／専門基礎
課題発見科目： 専門教育入門セミナーM ／環境と生命／現代社会の課題（社会と人間・自然の仕組み）

学士力発展科目： 地域・学際系／自然科学系／外国語系

点検・評価

GPA制度 客観性のある成績評価

学修の振り返り ポートフォリオ

人間性・社会性・国際性 主体的に学ぶ力 コミュニケーション能力 課題発見・解決力 知識・技能

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）

体系的な学士教育課程 基礎教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 医学の基礎を学ぶ 臨床医としての
基礎を学ぶ

充実した臨床実習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

６年次

５年次

医学生としての
自覚を促す体験実習

大学教育入門セミナーＭ
（早期大学病院実習 等）

臨床倫理基礎論

研究室配属

EMPⅠ

EMPⅢ（選択）

公衆衛生学実習

クリニカル・クラークシップⅡ
（３２週）

クリニカル・クラークシップⅠ
（３６週）

臨床医学科目
放射線医学入門他

２４講義

基盤形成科目
生命科学
解剖学

生体制御学
病理学

基礎感染症学
社会医学

統合基礎医学

応用

発展

基盤

臨床実習前OSCE・CBT

臨床実習後OSCE

医師
国家試験

EMPⅡ （選択）

専門教育入門セミナーＭ
（行動医学 等）

早期地域医療実習
令和5年度から
KANEHIROプログラムに編入＋拡充

宮崎大学大学カリキュラムマップ

令和4年度から「KANEHIROプログラム」導入
6つの専門コースを設定

オ
ン
デ
マ
ン
ド
教
材

令
和

4年
度

か
ら
共

同
製

作
／

利
用

開
始

VR・シミュレーション実習
令和5年度試行、令和6年度に導入



初
年
次

教
育

基
礎

医
学

臨
床

医
学

ディプロマポリシー

1年
生

2年
生

3年
生

4年
生

5
年
生

6
年
生

医学卒業総括試験
Post-CC OSCE

共用試験CBT・
OSCE

外国語Ⅴ
（選択）

外国語
Ⅳ

外国語
Ⅲ

外国語
Ⅱ

外国語
Ⅰ

医療情報
・EBM Ⅳ

医療情報
・EBM Ⅲ

医療情報
・EBM Ⅱ

医療情報
・EBM Ⅰ

医学総論Ⅵ

医学総論Ⅴ

医学総論Ⅳ

医学総論Ⅲ

医学総論Ⅱ

医学総論Ⅰ

総合教育
Ⅵ

（選択）

総合教育
Ⅴ

（選択）

総合教育
Ⅳ

（選択）

総合教育
Ⅲ

（選択）

総合教育
Ⅱ

（選択）

総合教育Ⅰ 生命基礎科学

社会医学Ⅱ

社会医学Ⅰ

基礎医科学Ⅰ

基礎医科学Ⅱ

研究室配属臨床基礎医学

臨床医学Ⅰ

臨床医学Ⅱ

（全科臨床実習・予防医学実習）

臨床医学Ⅲ（診療参加型臨床実習）

症候
病態
演習
Ⅰ〜Ⅳ

令和4年度から「KANEHIROプログラム」導入
6つの専門コースを設定

東京慈恵会医科大学カリキュラムマップ

オンデマンド教材
令和4年度から共同製作／利用開

始

VR・シミュレーション実習
令和5年度試行、令和6年度に導入

オンデマンド教材
令和4年度から共同製作／利用開始

オンデマンド教材
令和4年度から共同製作／利用開始



地域医療ニーズの学修
(地域枠以外の学⽣)

地域医療ニーズの学修
(地域枠の学⽣)

「ポストコロナ時代の医療⼈材養成拠点形成事業」補⾜説明 （R７年度予算額︓○○○百万円）

教育プログラム等
の開発

測定指標（⽬標値）

インパクト

地域医療ニーズを踏まえた
教育プログラム等の開設数
（R5年度までに76）

KPI
①

インプット
（資源）

アクティビティ
（活動内容）

初期アウトカム
（成果⽬標）

アウトプット
（活動⽬標）

(予定含む)
R 4年度 7.7億円
R 5年度 6.2億円
R 6年度 5.3億円
R 7年度 5.3億円
R 8年度 5.3億円
R 9年度 5.1億円
R10年度 2.6億円

⻑期アウトカム
（成果⽬標）

地域のニーズを踏まえ地域にとって
必要な医療を提供する医師の確保

医師の地
域偏在が
⽣じる中
で、様々
な地域の
医療需要
に応じて
適切な医
療を提供
できる⼈
材の輩出

・厚労省の医師需給推計によると、医師の働き⽅改⾰を進める中で医師数が増加しても、2029年頃には医師の供給は過剰にな
るとの推計がある。
・⼀⽅、地域にとって必要な医療を提供し続けるためには、医師偏在（地域・診療科等）を解消することが必要。
・医師偏在対策をさらに推し進めるために、地域に必要な診療科に対応できる医師を養成する、⼀貫したキャリア⽀援体制の構
築が必要。

現状と課題

◆地域ニーズの⾼い複数分野（総合診療、救急医療、感染症等）を有機的に結合させ横断的に学ぶことのできる教育の実施
◆地域医療機関での実習等を通じて、地域医療への関⼼や複数の専⾨分野への対応⼒を涵養
◆オンデマンド教材等の教育コンテンツの開発

本事業の内容

都道府県との連携の下、
地域枠を活⽤し、学⽣が
地域にとって必要な医療
を志向するための動機づ
けや、資質能⼒の涵養を
図る実習・講義等の教育
プログラムの開発・実施、
地域医療実習の拡充を⾏
う教育拠点を構築する⼤
学を⽀援する。

KPI
⑤・⑥

地域医療に関⼼を持つ学⽣の増加
(地域枠以外の学⽣)

本教育プログラムを受講した
地域枠等※出⾝の学⽣数
(R10年度までに37,149⼈)

KPI
②

本教育プログラムを受講した
地域枠以外の学⽣数
(R10年度までに47,818⼈)

KPI
③

本教育プログラムを受講し、臨床研修
や専⾨研修、勤務地として当該地域に
従事することを志す学⽣の割合
(R10年度に100％)

KPI
⑤

本教育プログラムを受講し、地域医療
の関⼼が⾼まった学⽣の割合
(R10年度に80%)

KPI
⑦

※「地域枠等」の定義
将来、地域医療に従事しようとする意思をもつ学⽣を選抜するための様々な枠の総称であり、
次のものが⼀般的である。
① 将来、地域医療に従事することを条件とする都道府県修学資⾦貸与枠と連動したもの
② 都道府県の修学資⾦貸与枠とは連動しないが、将来地域医療に従事しようとする

意志を持つ者を対象としたもの
（当該都道府県出⾝者のみを対象者とするか、将来地域医療に従事する際の具体的
内容等は、⼤学・都道府県ごとに様々）

※地域枠の中には、地域のニーズに対応して選択可能な診療科を⽰し、診療科偏在対策
を図る診療科選定地域枠も存在

KPI
⑦

KPI
①

KPI
②

KPI
③

◆⽬的︓医師偏在(地域・分野等)の解消
◆⽅法︓地域枠と連動した教育プログラムを学部段階で実施
◆対象︓主として地域枠で⼊学した学⽣
（その他の学⽣の受講も想定）
◆拠点︓拠点校を中⼼に⼤学間で連携・展開

本事業の概要

◆⼈件費︓地域医療機関と連携しキャリア指導を実施する教員の⼈件費
◆設備費︓遠隔医療等新たな時代に対応した教育実施のための設備費
◆その他︓消耗品費やオンデマンド教育コンテンツの作成費 等

本事業の主な⽀援内容

⾃治体と連携した地域
の実習機関の確保 KPI

④

⾃治体と連携した地域実習を
⾏う施設数
(R10年度までに1,560)

KPI
④

本教育プログラムを受講し、将来地域
で必要とされる診療科の専⾨研修の受
講を希望する学⽣の割合
(R10年度に50%)

KPI
⑥


